
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

　　　　　　Ａ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

 　　　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（18年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） １「一般行政職」とは、医療職、技能労務職、教育職などを除いたものである。
　  　 ２「平均給料月額」とは、１８年４月１日現在における職員の基本給の平均である。
　　　 ３「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当等の諸手当の額を合計したものである。

40.4

　村職員に支給される給与は、地方自治法と地方公務員法に基づき、村議会を経て定められていま
す。村職員の給与や定員の状況などの実態について、村民の皆さんに一層のご理解をいただくため､
平成１８年４月１日現在の状況を公表します。
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（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（18年４月１日現在）

（注） １　天川村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成18年に7級制から5級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　
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（2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

（17年度支給割合） （１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分

 月分  月分

計  月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職務上の段階、職務の級等による加算措置 職務上の段階、職務の級等による加算措置 職務上の段階、職務の級等による加算措置

･職務の級等による加算措置   5～10％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～20％ ・管理職加算 10～25％

(注) （）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（1８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

平成１７年度１人当たり平均支給額１３，７９２千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１７年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

(3) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

　％

(4) 時間外勤務手当
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（5) その他の手当（１８年４月１日現在）
国の制度
との異同

　配　　偶　　者・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　配偶者以外の扶養親族で２人まで・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　ただし、扶養親族でない配偶者を有する場合の

１人目の子等・・・・・・・・・

　　配偶者のない場合には扶養親族のうち１人は・・・・・・・

その他の扶養親族１人につき・・・・・・・・・・

（満16歳から22歳のこども1人につき5,000円の加算）

　借家・・・月額12,000円を超える家賃を支払っている職員に対し、負担

している家賃の額に応じて、最高27,000円まで支給している

　自宅・・・住宅を新築・購入した場合のみ５年間、月2,500円

　交通機関(電車・バス）利用者・・・・・負担している運賃の額に応じて

 最高50,000円まで支給

　交通用具（自動車など）使用者・・・・片道の使用距離に応じ、2,000円

（２㎞以上５㎞未満）から最高

24,500円（60km以上）支給

　参事、課長、議会事務局長、教育次長、診療所事務長

給料月額に対する支給割合・・・・・10％

　室長、課長補佐、看護師長、保険師長及び幼稚園園長

給料月額に対する支給割合・・・・・８％

５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円

円 　　平成18年度空席

円 　　平成18年度空席

円

円

円

(注)　給料の（）内は減額措置を行う前の金額である。

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
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（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
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